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1．案件名

ガーナ国配電部門マスタープラン策定調査

2．協力概要

（1）事業の目的

電化率の向上や安定的な電力供給の実現のため、ガーナ国の配電部門における包括的なマスタープラ
ンを策定し、併せてエネルギー省及び電力公社に対して計画策定に係る技術移転を行うことを目的と
する。

（2）調査期間

2007年1月～2008年5月

（3）総調査費用

1.8億円

（4）協力相手先機関

エネルギー省（Ministry of Energy）

ガーナ電力公社（Electricity Company of Ghana）

ボルタ河電力公社（Volta River Authority）

（5）計画の対象（対象分野、対象規模等）

対象分野：電力
対象地域：ガーナ国全土

3．協力の必要性・位置付け

（1）現状及び問題点

ガーナ国は現状54％程度の国内の世帯電化率を2020年までに70％とする目標を持っており、すでに
全国電化計画により全ての郡都（District capital）を電化している。その後自立電化計画（SHEP:
Self Help Electrification Project）を開始して、電化率向上に鋭意取り組んでいるが、SHEPは地域住
民主導により配電線延伸が決定されるため、配電計画としての全体的視野に欠けており、経済的合理
性が考慮されずに延伸が進んでいる。さらに、太陽光発電などの独立型電源で既に電化されたオフグ
リッド地域に配電線が設置されてしまうなど、オングリッド電化とオフグリッド電化の連携が取れて
いないという問題点も指摘されている。また、独立以来続いた安い電気料金と低い電気料金徴収率等
によりガーナ電力公社（ECG）及びボルタ河電力公社北部電力局（VRA-NED）の財務状況が悪化して
いるため、既存配電設備の更新・増強が十分に行なわれておらず、配電設備は全国に渡り老朽化と過
負荷の問題に直面している。首都アクラではホテルや大使館などの大口需要家が立地する地区を除い
て、中小企業や一般庶民が居住する地区での電気の質は劣悪で、低電圧による白熱電球しか使えず、
また明かりがついても非常に暗い。配電線への新規接続を申請しても配電線容量不足により受けつけ
られず、不正接続の原因となっている。地方部においても配電設備の老朽化と過負荷が著しく、都市
部と共に質の悪い電気が中小企業の事業活動の足枷となっている。また地方配電設備の更新と増強が
不十分なため、配電網延伸による地方電化が難しくなっている。



このような劣悪なガーナ国の配電部門の状況を改善するために、配電設備の更新・増強、配電ロスの
低減、配電線延伸による地方電化や配電事業経営の改善をさらに進めていくための包括的視点に立っ
た全国レベルの配電部門マスタープランの策定が急がれている。

（2）相手国政府国家政策上の位置づけ

ガーナ国政府はエネルギー政策の中で以下7つの目標を掲げている。

1）既存のエネルギー供給システムの強化と改善

2）高品質なエネルギーサービスへのアクセスの増大

3）将来のエネルギー供給の確保

4）経済開発の促進

5）エネルギー供給と消費の環境影響の最小化

6）エネルギー分野の制度的、人的資源の能力及び研究開発の強化

7）再生可能エネルギー技術の強化と構造改革の促進

本案件は、ECG及びVRA-NEDの財務体質の改善に係る配電事業改善提案を行なうことで上記1）に、
配電線の延伸計画及び既存配電設備の更新・増強計画を策定することで上記2）にそれぞれ貢献する
ものである。また、それらは最終的には上記4）の経済開発の促進に寄与するものである。

（3）他国機関の関連事業との整合性

主要ドナーは以下のとおり効率的な電気事業と電化率の向上を目標に各種プロジェクトを実施してい
る。本案件も配電部門の包括的なマスタープランを策定することで、効率的な配電事業経営と電化率
の向上を目指すものであり、主要ドナーの支援状況に対して一定の整合性が見られるところ、実施の
意義は高いと考えられる。

世界銀行は、GEDAP（Ghana Energy Development and Access Project）を2007年1月より
開始し、送電部門、配電部門、地方電化への支援を行なう予定である。
スイスはECGのManagement Contractや都市周辺部の電力設備更新に対する支援を行なってい
る。
フランス開発庁は地方電化マスタープランの策定支援を検討中である。

（4）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ

ガーナ国に対する援助について、我が国の援助政策及びJICA国別事業実施計画では「地方農村部の活
性化」、「産業育成」、「行政能力向上・制度整備」を重点分野として位置づけており、特に地方電
化については、数次にわたり無償資金協力による配電設備を実施してきた他、北部再生可能エネル
ギー利用地方電化マスタープラン調査（2005年～2006年）を受けた太陽光地方電化普及計画（技術
協力プロジェクト）を2007年度に開始する予定である。本案件はこのようなJICAの支援の流れを汲
み、配電線の延伸による地方電化を促進するものであるとともに、産業育成につながるエネルギーイ
ンフラの整備、行政官の計画策定能力向上を支援するものである。無償資金協力を中心にガーナ国の
配電事業に長年関与してきたことから、これらの知見に基づいて、同国の国情に基づいた配電部門マ
スタープランの策定が可能であると考えられる。

4．協力の枠組み

（1）調査項目

1）次の調査・分析を含む配電網更新・増強・延伸マスタープランの策定

経済財務分析
電力需要調査
支払い意思額調査
配電ロス計測



2）配電網更新・増強・延伸マスタープランマニュアルの策定

3）配電網更新・増強・延伸マスタープランに基づく各プロジェクトの実施・投資計画の策定

4）以下の項目を含む配電事業経営改善計画の策定

人材育成計画
適切な電気料金の算出
電気料金徴収体制
財務体質改善計画
配電モニタリング計画
配電設備保守体制
ICT活用計画
オフグリッド地域の電化政策
環境社会配慮

（2）アウトプット（成果）

1）配電網の更新・増強・延伸マスタープラン、配電事業経営改善計画、実施計画を含む10年間の配
電部門マスタープランが策定される。

2）技術移転によって同マスタープランの内容をC/Pが十分に理解するとともに、配電網の更新・増
強・延伸マスタープランマニュアルを作成することによって、調査終了後もC/P自らで適切に見直し
作業が行なえるようになる。

（3）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施

1）コンサルタント（分野：人数）

総括／配電：1名
配電計画：2名
配電設備設計・積算：1名
電力需要調査：1名
経済財務分析／電気料金：1名
配電事業経営改善：1名

計7名

2）その他

研修員受入 6人程度

5．協力終了後に達成が期待される目標

（1）提案計画の活用目標

策定したマスタープランが適切に実施される。

（2）活用による達成目標

電化率が上昇する。
電力ロスが低減する。
ECG及びVRA-NEDの財務体質が改善する。

6．外部要因

（1）協力相手国内の事情

MOE、ECG、VRA-NEDにおいて、包括的な配電計画の必要性が変わらない。



設備の運営維持管理が持続的に行なわれる。

（2）関連プロジェクトの遅れ

特になし

7．貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注）

本事業は配電線の延伸を含む配電部門のマスタープラン策定であり、個別地点におけるフィージビリ
ティスタディではないため、環境社会に対する影響はそれほど大きくないと予想される。都市部にお
いて配電設備が劣悪な状況となっており、中小企業ポテンシャル開発を阻害していることを考慮し、
計画を作成する。

8．過去の類似案件からの教訓の活用（注）

本案件の実施に際しては、以下2つの類似案件からの教訓を活用する。

（1）北部再生可能エネルギー利用地方電化マスタープラン調査（2005年～2006年）

On-Grid電化対象地域以外では、Off-Grid電化を促進することになるが、配電網延伸の計画的実施が
行なわれていないため、Off-Grid電化の戦略的推進が困難となっており、配電線の延伸計画の策定を
早急に実施する必要があることが指摘されている。

（2）地方電化計画／無償資金協力（1989年～）

配電線の延伸計画の実施の際、ガーナ政府の要請する電化地区の選定基準が不明瞭であるため、経済
的合理性の観点からの明確な基準が必要であることが指摘されている。

9．今後の評価計画

（1）事後評価に用いる指標

1）活用の進捗度

配電線の延伸計画が計画通り実施されているか。
配電設備の更新・増強計画が計画通り実施されているか。
配電網更新・増強・延伸マスタープランのデーターベースが適切に管理・運用されているか。
配電事業経営改善計画が提言どおり実施されているか。

2）活用による達成目標の指標

配電線延伸計画の実施により電化されたコミュニティの数
配電設備の更新・増強計画の実施により更新・増強された配電設備の数
配電事業の経営改善状況
電化率
配電ロス率

（2）上記1）および2）を評価する方法および時期

フォローアップ調査によるモニタリング（2012年度以降）

（注）調査にあたっての配慮事項


